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令和 4年度（令和 5年 3月 31 日現在）貸借対照表 
 
 

  （単位：百万円） 

科         目  金 額  科         目  金 額  

（ 資 産 の 部 ）    （ 負 債 の 部 ）    

現 金 及 び 預 貯 金  33,814  保 険 契 約 準 備 金  515,870  

現 金  1 支 払 備 金  61,723  

預 貯 金  33,812 責 任 準 備 金  454,146  

有 価 証 券  514,543  そ の 他 負 債  101,223  

国 債  80,022 共 同 保 険 借  153  

社 債  114,478 再 保 険 借  7,188  

株 式  21,803 外 国 再 保 険 借  45,272  

外 国 証 券  291,510 未 払 法 人 税 等  512  

そ の 他 の 証 券  6,727 預 り 金  1,456  

貸 付 金  916 未 払 金  12,331  

保 険 約 款 貸 付  884 仮 受 金  8,250  

一 般 貸 付  32 金 融 派 生 商 品  21,824  

有 形 固 定 資 産  17,747 リ ー ス 債 務  2,151  

土 地  7,488 資 産 除 去 債 務  2,079  

建 物  6,388 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  105  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  3,870  賞 与 引 当 金  1,814  

無 形 固 定 資 産  10,458  特 別 法 上 の 準 備 金  885  

ソ フ ト ウ ェ ア  7,906  価 格 変 動 準 備 金  885  

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  2,552  再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債  527  

そ の 他 資 産  93,044 負 債 の 部 合 計            620,427  

未 収 保 険 料  3,684  （ 純 資 産 の 部 ）    

代 理 店 貸  21,300  資 本 金  13,762  

共 同 保 険 貸  140  資 本 剰 余 金  68,271  

再 保 険 貸  6,105  そ の 他 資 本 剰 余 金  68,271  

外 国 再 保 険 貸  38,564  利 益 剰 余 金  26,456  

未 収 金  3,903 利 益 準 備 金  12,170  

未 収 収 益  2,330  そ の 他 利 益 剰 余 金  14,286  

預 託 金  3,359 （ 圧 縮 積 立 金 ） （ 100 ）

地 震 保 険 預 託 金  312 （ 繰 越 利 益 剰 余 金 ） （ 14,185 ）

仮 払 金  11,788 株 主 資 本 合 計            108,490  

金 融 派 生 商 品  1,132 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  1,868  

そ の 他 の 資 産  421  土 地 再 評 価 差 額 金  △4,202  

前 払 年 金 費 用  3,880  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  △2,334  

繰 延 税 金 資 産  52,425  純 資 産 の 部 合 計            106,156  

貸 倒 引 当 金  △247      

資 産 の 部 合 計  726,583  負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計  726,583  
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注記 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりです。 

（1）満期保有目的の債券の評価は、移動平均法による償却原価法（定額法）により行っています。 

（2）その他有価証券（市場価格のない株式等を除く）の評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法によ

り行っています。なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平

均法に基づいています。 

（3）その他有価証券のうち市場価格のない株式等の評価は、移動平均法に基づく原価法により行っていま

す。 

2. デリバティブ取引の評価は、時価法により行っています。 

3. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額については当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しています。 

（1）再評価の実施年月日    平成14年3月31日 

（2）同法律第3条第3項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2条第 4号に定める地

価税法第 16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁

長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算定する方法のほか、同条第

5号に定める鑑定評価に基づいて算定しています。 

（3）同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用

土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額は、2,476百万円です。また、賃貸等不動産に該当する

事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額と

の差額は、603百万円です。 

4. 有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により行っています。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年

数とした定額法によっています。なお、残存価額については、零としています。 

5. 無形固定資産の減価償却は、定額法により行っています。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主として5年）に基づいて償却し

ています。 

6. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計処理基準に準拠して行っています。 

7. 貸倒引当金は資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、次のとおり計上しています。 

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債

務者に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権については、債権額から担保の

処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等を控除し、その残額を引き当てています。 
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今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の処

分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を

総合的に判断して必要と認められる額を引き当てています。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じ

た額を引き当てています。 

また、全ての債権は資産の自己査定要領に基づき、資産の自己査定規程に定める実施部署が資産査定を実

施し、当該部署から独立した部署が査定結果を検証しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っ

ています。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権については、債権額から担保の評価額及び保証等

による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、

期末時点で残高はありません。 

8. 退職給付に係る会計処理の方法は次のとおりです。 

(1) 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっています。 

(2) 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしていま

す。過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額

法により費用処理しています。 

9. 役員退職慰労引当金は、取締役等の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく当事業年度末におけ

る要支給額を計上しています。 

10. 賞与引当金は、従業員賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しています。 

11. 価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第 115 条の規定に基づき計上し

ています。 

12. 外貨建債券に係る為替変動リスクをヘッジする目的で実施する為替予約取引及び通貨スワップ取引につい

て時価ヘッジを適用しています。 

なお、ヘッジの有効性については、原則としてヘッジ開始時点から有効性判定時点までの期間において、

ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変動を比較し、両者の変動額を基礎にして判断しています。た

だし、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一であり、ヘッジに高い有効性があることが明ら

かな場合には、ヘッジの有効性の判定を省略しています。 

13. 消費税等の会計処理は税抜方式によっています。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は

税込方式によっています。なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、5年間で均等償却を行

っています。 



4 

 

14. 保険料、支払備金及び責任準備金等の保険契約に関する会計処理については、保険業法等の法令等の定め

によっています。 

15. 重要な会計上の見積り 

（1）支払備金の評価 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額 61,723 百万円 

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

(ア) 算出方法 

普通支払備金に関しては、支払義務が発生した保険契約に関して、期末日時点で利用可能な情報に

基づき、損害査定等の方法により将来の支払額を見積り計上しています。 

IBNR 備金に関しては、支払事由が発生したと認められるが、未報告の保険契約について、その最終

損害額を主に統計的見積法により算出し、将来の支払額を見積り計上しています。 

(イ) 主要な仮定 

普通支払備金は、保険契約の補償内容と損害査定の結果をもとに将来の支払額を見積り計上してい

ます。損害査定においては、過去の支払実績の傾向や、法改正や過去の裁判例、経済環境及び社会

情勢の変化に伴う医療費用、車両や家財の修繕コスト、人件費の変化等が影響を及ぼす可能性も考

慮しています。 

IBNR 備金は、予想損害率、保険金等進展率等の主要な仮定を使用して、将来の支払額を見積り計上

しています。 

(ウ) 翌事業年度の計算書類に与える影響 

各事象の将来における状況変化等により保険金等の支払額や支払備金の計上額が、当初の見積額か

ら変動する可能性があります。 

（2）繰延税金資産の回収可能性 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額 52,425 百万円 

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

(ア) 算出方法 

将来の収益力に基づく課税所得を合理的に見積った上で、将来の税金負担額を軽減する効果を有す

る範囲で繰延税金資産を計上しています。 

(イ) 主要な仮定 

将来の課税所得の見積りは、当社及びその他の通算会社の経営者の承認を受けた事業計画に一定の

ストレスをかけて算出しており、そこでの主要な仮定は、保険料の成長の見込み及び保険金等の発

生の見込みです。 
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(ウ) 翌事業年度の計算書類に与える影響 

繰延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得の見積りに依存するため、将来、当社及びその他の

通算会社を取り巻く環境に予見しえない大きな変更があった場合等、保険料の成長見込み及び保険

金等の発生見込みが変動することにより、課税所得の見積額が変動した場合は、繰延税金資産の計

上額が変動する可能性があります。 

16. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、社会性、公共性の高い損害保険を中心とした事業を行っています。これらの保険契約の性格

を十分に把握し、将来の保険金や給付金支払いの備えとしての保険契約準備金に見合う金融商品を選

別して資産運用を行っています。 

金融商品を含めた資産運用への取組方針は、「資産運用方針」等を定めています。法令遵守、社会的

責任、経営の安定といった理念に基づき行っています。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

当社が保有する金融商品は、主として株式、国内債券、外国債券、投資信託などの有価証券やデリバ

ティブ及び貸付金等の金銭債権債務があります。 

金利、株価、為替といった市場の変動により、これらの金融商品の価値が減少し損失を被るといった

「市場関連リスク」、また、それぞれの発行体や貸付先といった信用供与先の財務状況の悪化などに

より、元利金の支払いが遅延、回収不能となり損失を被るといった「信用リスク」があります。な

お、金融商品のリスクに対するヘッジを主な目的として、金利や株価指数、為替に対する先物取引、

先渡取引、オプション取引等のデリバティブ取引を行うことがあります。 

また、市場の混乱等により保有する金融商品が市場で取引できなかったり、適正な価格で取引できな

かったりするといった「流動性リスク」があります。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

金融商品の取引全般に係る権限規程及び資産運用リスク管理に係る規程等を定め、これらの規程等に

基づいて取引を実施し、リスクを管理しています。 

また、資産運用部門（フロント部門）、事務管理部門（バック部門）、リスク管理部門（ミドル部

門）をそれぞれ独立させ、牽制機能が働く体制としています。 

資産運用部門は、投融資委員会を設置し、運用戦略等を協議する体制を構築するとともに、リスク特

性に応じて保有限度額や損切り等のリミットを設定し管理しています。 

また、リスク管理部門は、VaR（バリュー・アット・リスク）計測等を行うことによりリスクをモニ

タリングし、その状況を定期的にリスク・キャピタル委員会等に報告しています。 
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17. 金融商品の時価等に関する事項 

令和5年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、

市場価格のない株式等は、次表に含めていません（（注1）参照）。また、現金は注記を省略しており、預

貯金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しています。 

   

貸借対照表 時価 差額 

計上額 （百万円） （百万円） 

（百万円）     

(1)有価証券    

① 満期保有目的の債券 53,444 56,893 3,448 

② その他有価証券 459,226 459,226 － 

資産計 512,670 516,119 3,448 

デリバティブ取引（*）    

① ヘッジ会計が適用されていないもの △ 1,176 △ 1,176 － 

② ヘッジ会計が適用されているもの △ 19,515 △ 19,515 － 

デリバティブ取引計 △ 20,691 △ 20,691 － 

（*）その他資産及びその他負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しています。デリバティ

ブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しています。 

（注1）市場価格のない株式等(*1)は、次のとおりであり、「資産(1)②その他有価証券」には含めていませ

ん。 

 

貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

市場価格のない株式等(*1) 1,873 

(*1) 市場価格のない株式等には非上場株式等が含まれ、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価

等の開示に関する適用指針」第5項に従い、時価開示の対象としていません。 

18. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3つのレベ

ルに分類しています。 

レベル 1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル 2の時価：レベル 1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価 

レベル 3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。 
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（1）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債        

 （単位：百万円） 

区分 
時価 

 レベル 1  レベル 2  レベル 3 合計 

有価証券     

 その他有価証券     

   国債 － 33,475 － 33,475 

   社債 － 107,581 － 107,581 

   株式 19,935 5 － 19,940 

   外国証券 － 290,526 984 291,510 

   その他の証券 6,717 － － 6,717 

資産計 26,653 431,588 984 459,226 

デリバティブ取引(*)     

通貨関連 － 20,691 － 20,691 

負債計 － 20,691 － 20,691 

（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しています。 

（2）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

 （単位：百万円） 

区分 
時価 

 レベル 1  レベル 2  レベル 3 合計 

有価証券     

 満期保有目的債券     

   国債 － 49,743 － 49,743 

   社債 － 7,149 － 7,149 

資産計 － 56,893 － 56,893 

（注 1）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

有価証券 

上場株式及び上場投資信託は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル 1の時価に分類

しています。一部の上場株式については、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格

とは認められないため、その時価をレベル 2の時価に分類しています。国債、社債、外国証券につ

いては、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル 2の時価に分類し

ています。外国証券のうち、時価の算定にあたり重要な観察できないインプットを用いている場合

はその時価をレベル 3の時価に分類しています。 

デリバティブ取引 

通貨スワップ及び為替予約の時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現

在価値法により算定し、レベル 2の時価に分類しています。 

19. 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項 

（1）賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、全国主要都市を中心に賃貸オフィスビル、賃貸住宅等を所有しています。 

 



8 

 

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項 

用途 

貸借対照表 

計上額 

(百万円） 

時価 

（百万円） 

オフィスビル 6,540 6,103 

住宅 等 24 28 

合 計 6,564 6,132 

（注1）貸借対照表計上額及び時価は、当社の使用部分を控除した金額です。なお、当該控除金額は

使用面積により按分して算出しています。 

（注2）貸借対照表計上額は取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額です。 

（注3）当事業年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書

に基づく金額です。 

20. 保険業法に基づく債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権、及

び貸付条件緩和債権はありません。なお、それぞれの定義は以下のとおりです。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申立て等の

事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従

った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で、破産更生債権及びこれらに準ず

る債権に該当しない債権です。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸付金で破産

更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものです。 

貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金で、破産更生債権及び

これらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものです。 

21. 有形固定資産の減価償却累計額は 36,307 百万円、圧縮記帳額は 2,599 百万円です。 

22. その他の無形固定資産のうち主なものはソフトウェア仮勘定 2,550 百万円です。 

23. 関係会社に対する金銭債権総額は 1,272 百万円、金銭債務総額は 6,233 百万円です。 

24. 繰延税金資産の総額は 57,832 百万円、繰延税金負債の総額は 1,196 百万円です。また、繰延税金資産から

評価性引当額として控除した額は 4,210 百万円です。 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、責任準備金44,490百万円、繰越欠損金3,027百万円、支払備金

2,161百万円及び有価証券減損損失1,624百万円等です。 

繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、その他有価証券評価差額金1,149百万円等です。 

なお、当社は、当事業年度より、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しています。これに伴い、法

人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場

合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 令和3年8月12日。以下「実務対応報告第42
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号」という。）に従っています。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の適

用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしています。 

25. 担保に供している資産は有価証券 36,770 百万円です。 

26. 支払備金の内訳は次のとおりです。 

支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 147,096 百万円 

同上にかかる出再支払備金 90,829 百万円 

 差引（イ） 56,266 百万円 

地震保険および自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金（ロ） 5,457 百万円 

  計（イ＋ロ） 61,723 百万円 

27. 責任準備金の内訳は次のとおりです。 

普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 428,215 百万円 

同上にかかる出再責任準備金 216,447 百万円 

 差引（イ） 211,767 百万円 

その他の責任準備金（ロ） 242,378 百万円 

  計（イ＋ロ） 454,146 百万円 

28. 1 株当たり純資産額は 9,640,946 円 40 銭です。 

算定上の基礎である純資産の部の合計額から控除する金額はありません。普通株式の当事業年度末株式数

は10,011株、普通株式と同等の株式数は1,000株です。 

29. 退職給付に関する事項は次のとおりです。 

（1）採用している退職給付制度の概要 

当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を採用

しています。確定給付企業年金制度（すべて積立型制度）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又

は年金を支給しています。一部の確定給付企業年金制度には、退職給付信託が設定されています。退

職一時金制度（非積立型制度であるが、退職給付信託を設定した結果、積立型制度となっていま

す。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しています。 

（2）確定給付制度 

① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 56,043 百万円 

勤務費用 1,147 百万円 

利息費用 560 百万円 

数理計算上の差異の当期発生額 936 百万円 

退職給付の支払額  △ 2,162 百万円 

その他 △ 14 百万円 

期末における退職給付債務 56,510 百万円 
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② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産 60,280 百万円 

期待運用収益 1,109 百万円 

数理計算上の差異の当期発生額 △ 2,375 百万円 

事業主からの拠出額 2,986 百万円 

退職給付の支払額 △ 2,162 百万円 

その他 △ 14 百万円 

期末における年金資産 59,824 百万円 

③ 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表 

積立型制度の退職給付債務 56,510 百万円 

年金資産 △ 59,824 百万円 

 △ 3,313 百万円 

非積立型制度の退職給付債務 － 百万円 

未積立退職給付債務 △ 3,313 百万円 

未認識数理計算上の差異 295 百万円 

未認識過去勤務費用 △ 863 百万円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △ 3,880 百万円 

退職給付引当金 － 百万円 

前払年金費用 △ 3,880 百万円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △ 3,880 百万円 

④ 年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。 

債券  56.1% 

株式  25.5% 

現金及び預金  15.9% 

その他  2.5% 

合 計  100.0% 

年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した退職給付信託が 11.4%含まれています。 

⑤ 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を

構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しています。 

⑥ 数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しています。） 

割引率  1.0% 

長期期待運用収益率   

 確定給付企業年金資産に関するもの  2.0% 

 退職給付信託に関するもの  0.0% 

30. 事業年度末日後に、翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼす事象は生じていません。 

31. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。 
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令和 4年 4月 1 日から 

                         令和 4年度                             損益計算書 

令和 5年 3月 31 日まで 

                                                       （単位：百万円）      

科         目 金    額 

経 常 収 益 202,985 

保 険 引 受 収 益 195,544 

正 味 収 入 保 険 料 151,556 

収 入 積 立 保 険 料 △ 888 

積 立 保 険 料 等 運 用 益 4,375 

支 払 備 金 戻 入 額 5,396 

責 任 準 備 金 戻 入 額 34,565 

為 替 差 益 73 

そ の 他 保 険 引 受 収 益 466 

資 産 運 用 収 益 6,399 

利 息 及 び 配 当 金 収 入 10,099 

有 価 証 券 売 却 益 244 

有 価 証 券 償 還 益 22 

金 融 派 生 商 品 収 益 269 

為 替 差 益 137 

そ の 他 運 用 収 益 2 

積 立 保 険 料 等 運 用 益 振 替 △ 4,375 

そ の 他 経 常 収 益 1,041 

そ の 他 の 経 常 収 益 1,041 

経 常 費 用 182,232 

保 険 引 受 費 用 81,422 

正 味 支 払 保 険 金 85,883 

損 害 調 査 費 24,029 

諸 手 数 料 及 び 集 金 費 △ 40,842 

満 期 返 戻 金 12,079 

契 約 者 配 当 金 0 

そ の 他 保 険 引 受 費 用 272 

資 産 運 用 費 用 497 

有 価 証 券 売 却 損 324 

有 価 証 券 償 還 損 172 

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 99,838 

そ の 他 経 常 費 用 474 

支 払 利 息 9 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 33 

そ の 他 の 経 常 費 用 431 

経 常 利 益 20,753 

特 別 利 益 0 

固 定 資 産 処 分 益 0 

特 別 損 失 396 

固 定 資 産 処 分 損 21 

減 損 損 失 1 

特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額 277 

  価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 277 

早 期 退 職 関 連 費 用 96 

税 引 前 当 期 純 利 益 20,356 

法 人 税 及 び 住 民 税 445 

法 人 税 等 調 整 額 5,625 

法 人 税 等 合 計 6,071 

当 期 純 利 益 14,285 
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注記 

1. 関係会社との取引による収益は発生していません。費用総額は 13,887 百万円です。 

2.（1）正味収入保険料の内訳は次のとおりです。 

収 入 保 険 料 457,236 百万円 

支 払 再 保 険 料 305,680 百万円 

  差 引           151,556 百万円 

（2）正味支払保険金の内訳は次のとおりです。 

支 払 保 険 金 235,965 百万円 

回 収 再 保 険 金 150,081 百万円 

差 引           85,883 百万円 

（3）諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりです。 

支 払 諸 手 数 料 及 び 集 金 費 92,200 百万円 

出 再 保 険 手 数 料 133,043 百万円 

差 引           △ 40,842 百万円 

（4）支払備金繰入額（△は戻入額）の内訳は次のとおりです。 

支払備金繰入額（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） △ 12,284 百万円 

同上にかかる出再支払備金繰入額 △ 7,389 百万円 

 差引（イ） △ 4,894 百万円 

地震保険および自動車損害賠償責任保険にかかる 

支払備金繰入額（ロ） 
△ 502 百万円 

  計（イ＋ロ） △ 5,396 百万円 

（5）責任準備金繰入額（△は戻入額）の内訳は次のとおりです。 

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） △ 25,556 百万円 

同上にかかる出再責任準備金繰入額 △ 9,965 百万円 

 差引（イ） △ 15,590 百万円 

その他の責任準備金繰入額（ロ） △ 18,975 百万円 

  計（イ＋ロ） △ 34,565 百万円 

（6）利息及び配当金収入の内訳は次のとおりです。 

預 貯 金 利 息 43 百万円 

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 9,181 百万円 

貸 付 金 利 息 55 百万円 

不 動 産 賃 貸 料 811 百万円 

そ の 他 利 息 ・ 配 当 金 7 百万円 

計 10,099 百万円 

3. 金融派生商品収益中の評価損益は 20,691 百万円の損です。 

4. 1 株当たりの当期純利益金額は 1,297,415 円 41 銭です。 

算定上の基礎である当期純利益は14,285百万円であり普通株式及び普通株式と同等の株式に係るもので

す。また、普通株式の期中平均株式数は10,011株、普通株式と同等の株式の期中平均株式数は1,000株で
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す。 

5. 損害調査費、営業費及び一般管理費として計上した退職給付費用は 658 百万円であり、その内訳は次のと

おりです。 

勤 務 費 用 1,147 百万円 

利 息 費 用 560 百万円 

期 待 運 用 収 益 △ 1,109 百万円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 △ 700 百万円 

過去勤務費用の当期の費用処理額 323 百万円 

そ の 他 △ 0 百万円 

確定給付制度に係る退職給付費用 221 百万円 

確 定 拠 出 年 金 へ の 掛 金 支 払 額 436 百万円 

計 658 百万円 

6. 当期における法定実効税率は 27.93%、税効果適用後の法人税等の負担率は 29.82%であり、この差異の主要

な内訳は評価性引当額の増加による 0.82%等です。 

7. 関連当事者との取引については以下のとおりです。 

（1）親会社及び法人主要株主等 

種類 会社等の名称 

議決権等の

所有(被所

有)の割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

親会社 

AIG ジャパン・ 

ホールディングス 

株式会社 

被所有 

直接 100% 

配当金の 

支払先 
配当金の支払 22,442 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）配当金については、剰余金の分配可能額を基礎とした一定の基準に基づき合理的に決定していま

す。 

（2）関連会社等 

該当事項はありません。 

（3）兄弟会社等 

種類 会社等の名称 

議決権等の

所有(被所

有)の割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

親会社の

子会社 

National Union 

Fire Insurance 

Company of 

Pittsburgh, PA. 

なし 再保険取引先 

出再取引       

保険料 266,029 外国再保険貸 36,961 

保険金 113,500 外国再保険借 43,010 

手数料 128,137    

親会社の

子会社 
AIG Markets, Inc. なし 

デリバティブ

取引先 
デリバティブ取引 － 

   

金融派生商品（資産） 1,132 

金融派生商品（負債） 

 

21,824 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）1. 出再取引は、市場実勢を勘案して双方が希望条件を提示し、取引条件交渉の上で決定していま

す。 
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 2. デリバティブ取引については、反復的かつ多額な市場性取引であるため、取引金額については

記載せず、期末残高のみを開示しています。 

3. デリバティブ取引の取引条件は、市場実勢等を勘案して決定しています。なお、AIG 

Markets,Inc.に対する差入有価証券の期末残高は 35,846 百万円です。 

（4）役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

8. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。 


